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英国グラスゴー一の都市貧困地域における

社会的包摂プログラムに関する研究

東京 大学 鈴 木 直文*1

By NaofUrni SUZUKI

本論文は、英 国グラスゴー における都市貧困地域再生への取 り組みの事例 として、地

域の若者 を対象 とした社会的包摂(social inclusion)プログラムの形成 と発展の過程を明 らか

にす る。90年 代後半以降の英国の都市再生政策は、80年 代の民間活力の導入 による不動産

開発と経済主導のアプローチが都市貧困問題を助長 した反省を受けて、よ り社会的な側面

に重点が置かれてきた。都市における多層的な貧困は、社会的排除(social exclusion)の問

題 として理解 され、官民だけでな くヴ ォランティア ・セクターを含めたパー トナーシップ

によ り社会的包摂を目指す ことが都市再生の目標 となった。本研究は、貧困地域の若者に

対 してサ ッカー教室を提供するヴォランティア組織として始 まったプロジェク トが、多面

的なサー ビスを行 う社会的包摂 プログラムへ と成長する過程 を記述 し、その持続的発展を

可能 としたプロジェク ト・マネジメン トの成功要因を抽出す る。

【キーワー ド】社会的包摂、都市再生パー トナー シップ、非営利組織マネジメン ト

1.背 景と目的

90年 代後半以降のイギ リス の都市再生政策 は、都

市貧困地域 における多元的剥奪(multiple deprivation)を

社会的排除(social inclusion)の 問題 として定義 し、官、

民、コ ミュニテ ィ ・セクター のパー トナーシップに

よって戦略的 にこれを解決す ることを 目指 してきた。

そ こではコミュニティが主導 的に都市再生プロジェ

ク トを創出、運営する ことが期待 されているが、そ

う した プロジェク トは必ず しも持続的な運営 に成功

していない。

本論又は、コミュニティ主導 で成立 したヴ ォラン

ティア ・ベースの都市 再生プ ロジェク トが、上位 の

都 市再生制度 との相互作用の 中で、如何 にして継続

的、発展的な運営 を達 成す ることができるか につい

て考察す ることを目的 とする。

2節 では、イギ リスの都市再生政策の歴史的展開と

近年の傾向につ いて概観する。特 にイ ングラ ン ドと

ス コッ トラン ドにお ける文脈の違 いに着 目す る。 ま

た 、近年の都 市再生パー トナーシ ップ制度 とコミュ

ニティとの関係に関す る諸問題を概観 し、本稿の問

題設定を行う。

3節 で調査の概要 と方法論 について触れた後、4節

か ら6節 にかけて、調査 によって得 られた知見 を記

す。4節 では、調査対象地域の若者が直面する社会的

排除について整理する。5節 では、当該地域における

社会的包摂 プログラムの成功例 についてそ の発展の

過程を詳述す る。6節 では、プロジェク トの持続的発

展 を可能 にした成功要因を抽 出する.最 後 に7節 で、

2節 で設定 した問題設定 について考察を行い、結論と

す る。

2イ ギリスの都市再生政策の展 開

(1)都 市再生政策の変遷

イ ギ リス における都市再生政策は、旧工業都市の

急速な衰退を受けて、1960年 代終わ り以降、様 々に

形 を変えなが ら発展 してきた 。またスコ ッ トラン ド

とイ ングラン ドで は、大筋の傾向は一致する ものの

いくつかの重要な差異もみ られ る1)。

全般的 に、初期 の都市政策では、都市貧困の社会

的側面 に 目が向け られて いたが、 これ を社会病理 と
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して対処療法的に処理 しようとい う側面が強 く、大

きな実効 力を持たなかった。1970年 代終わ りには、

物 理的な 開発 による経済再生 に力点が移 る。公共セ

クター を都市再生の主 たる主体 と位 置づ けなが ら、

民間お よび ローカル ・コミュニテ ィを含 めたパー ト

ナーシップの重要性が指摘 され始めたの もこのころ

である1)。包括的なパー トナー シップの実験的取 り組

み として、ス コッ トラン ドで は、 グラスゴー のイー

ス トエ ン ドを 舞 台 にGlasgow EastArea Renewal

(GEAR)プ ロジェク トが1976年 に開始されている2)。

1979年 以降のサッチャー政権 においては、新 自由

主義の下、民間セ クターを積極的 に活用 した不動産

開発 と経済再 生主導の方向性が強 まる。官側 の政策

的意図 を達成す るための民間資金 とノウハウの活用

という意味での 「官民パー トナー シップ」が喧伝 さ

れたが、実態 は民の参与 を促す ことが 目的化 し、そ

のインセ ンティブを与 えるために公的資金 によるて

こ入れが行われ るという性格が濃かった3)。

90年 代 の特徴 は、よ り実効的なパー トナーシップ

の促進 と競争的な資金配分制度の導入 である。イ ン

グ ラン ドで はCity ChallengeやSingle Regeneration

Budget(SRB)と いったスキームが導入された。 これ ら

の競争的資金配分制度は、効率性の面で一定 の評価

を得たが、パー トナー シップの形成 における民間の

比重が大きく、公共およびヴォランティア ・セ クタ

ーの役割の低下が問題 とされた。このよ うな80年 代、

90年 代を通 じた民間主導 の保守党政策は、都市貧困

層 と富裕層 との格差を助長 した と言われる1)。

1997年 に誕生 したブ レア政権 の都 市再生政策は、

競争的な資源配分 という原則 を受 け継ぎなが らも、

パー トナーシ ップの形成 において ローカル ・コミュ

ニテ ィの参与に大 きな比重を置 くことで、都 市貧 困

の問題 に対応 しようとした1)。 いわゆる 「第3の 道」

として知 られ る こう した政策 に対 しては、サ ッチャ

ー 的新 自由主義 と権威主義的共同体 主義 の折衷であ

る という批判が根強 い の。 しか し、都市貧困地域 の

「社会的排除(social exclusion)」の問題に対 してよ り

体 系的な解決案 を提示 した と してポジティブな評価

も受けて いる5)。即ち、労働党の都市再生政策は、都

市貧困地域 において様 々な不利益(失 業 、低 い教育

レベル、治安の悪 さ、健康 問題、住環境 の悪 さ、家

族 の崩壊な ど)が 相互 に折 り重なるよ うに表出す る、

いわ ゆ る 「多 元 的剥奪(multiple deprivation)」 が 、 これ

らの 地域 の人 々が 構造 的 に社 会 の 主 流 か ら疎 外 され

て いる こ とに起 因 して い る と い う理解 に基 づ いて い

る6)。 した が って、そ れぞ れ の問題 に個別 に対 応す る

の で は な く、 地 域 の ニ ー ズ に合 っ た 包括 的な 戦 略 の

策 定 す る ことが 推 奨 され 、パ ー トナ ー シ ップ を通 じ

て ロー カル ・コ ミ ュニ テ ィ を意 思 決 定 の シス テム の

中 に組 み入れ る ことが 有効 な方法 と理解 され る7)。 必

然 的 に、都 市 再 生 の活 動 は物 理 的 な 再 開 発 よ りも、

職 業 訓 練や 教 育支 援 、 治安 の改 善 と いっ た コ ミ ュニ

テ ィの 目線 で の社 会 開 発 的 な活 動 に力 点 が置 かれ る

こと にな る。 これ らの 取 り組 み は、 社 会 的排 除 の反

意 語 と して の 「社 会 的包 摂(social inclusion)」 を 目指

した プ ログ ラム と して 理解 で き るが 、 そ の活 動 の主

体 と して 地域 の ヴ ォラ ンテ ィア組 織 が ク ロー ズ ア ッ

プ され る こと とな る。

(2)イ ングランドとスコットランドにおける制度 上の相 違

都 市 再 生 制度 に お け るイ ング ラ ン ドとス コ ッ トラ

ン ドとの重 要 な 相違 点 は、 パ ー トナー シ ッ プの包 括

性 と継 続性 の程 度 にあ る1)。70年 代 後 半以 降 、パ ー

トナ ー シッ プ と い う概 念 に与 え られた 政策 的 な 重 要

性 や そ の性 格 の変 遷 に 大 きな 差 異 は 無 いが 、 実 態 と

して の 有効 性 は後 者 の方 が 上 回 っ て い る とい う見 方

が あ る8)。 イ ング ラ ン ドでは、 伝統 的 に政府 部局 間お

よ び 中央 と地 方 との 連 携 が 弱 い と言 わ れ 、 そ れ が

様 々な 都 市再 生制 度 の 非統 一な 並 立 を招 いて きた 。

労 働党 政権 下 で導 入 され た制 度 だ けで も、New Deal

fbr Communities(NDC)が 一応 の 中心 的 プ ログ ラム とさ

れ なが ら、SRB、Employment Zones、EducationAction

Zones、Health Action Zones、New Deal for Young

People、Crime Reduction Programme、Sure Startな どの

イ ニ シ アチ ブ が乱 立す る状 況 にあ る。 また 、 それ ぞ

れ が 短命 で変更 が頻 繁す ぎ る とい う批判 もある1)2)8)。

対 照 的 に、 ス コ ッ トラ ン ドで は コー ポ ラテ ィ ズ ム

の伝 統 が強 い うえ 中央 と地 方 の連 携 もス ムー ズ で あ

る と言 われ 、 これ を反 映 して 都 市 再 生制 度 に も統 一

性 と継続 性が見 られる1)8)。 事 実、 実験 的取 り組 み と

して 行わ れたGEARプ ロジ ェク トで さえ、約10年 間

継続 され た3)。 同様 に1988年 に国 内4つ の都 市 周辺

社 会住 宅地 を対 象 にス ター トした 都 市 再 生パ ー トナ

ー シ ツプで あるNew Life for Urban Scotland(NLUS)プ
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ログラムも10年 間継続 している。1996年 には、都市

全 体 で の パ ー トナ ー シ ッ プ を 強 調 したPriority

Partnership Area(PPA)プ ログラムが施行 され、競争的

な入札の結果10つ の都市で12のPPAが 選ばれた1)。

労 働党 政権 発 足後 の1999年 に開始 され たSocial

Inclusion Partnership(SIP)プ ログラムはPPAを 発展的

に継承 した もので、34の 地域ベース、14の テーマベ

ースのSH)が 形成された8)
。並行 して、よ り包括的に

ボ トムアップ型の計画を推進することを目的に、5つ

のCommunity Planning(CP)パ スファイ ンダー ・プロ

ジ ェ ク トが 試 行 され た9)。2003年 に はLocal

Government Act2003に よって全ての自治体でCPを

導入することが義務付け られ、 これを受 けて2005年

まで に全てのSIPがCommunity Plammg Partnerships

(CPPs)に 再編、統合された10)。

このようにスコ ッ トラン ドにおける都 市再生鋼度

は、政権交代 に大 きく左右され る ことな く、先行制

度 を継承 しなが ら地理的な適 用範囲 を拡 大 し、かつ

制度的統一を図る方向で進展 してきた。4節 で紹介す

るコミュニティ ・プロジェク トが 同種のプ ロジェク

トとしては類 を見な い継続性 と発展 を達成できた背

景 と して、 こうした上部構造 としての都市再生制度

の安定性が必要条件 と して働 いて いると考 え られる。

しか し、同様 の制度 の下で も継続を断念 しなけれ ば

な らな いコミュニ ティ ・プロジェク トも多数存在す

る ことか ら、それ が十分条件ではないことも明 らか

である。そ こで次項で は、都市再生パー トナーシッ

プにお けるコ ミュニティ ・イ ンボルブメン トをめ ぐ

る諸問題について概観す る。

(3)コ ミュニティの動員に関する諸問題

以上のよ うに、近年のイギ リスの都市再生制度 は、

多 元的貧困の解 決、即 ち社会的包摂 を目的 とし、官、

民およびコミュニティを含 んだパー トナー シップを

通 じてボ トムア ップ型の戦略策定 とローカルなニー

ズに則 した プロジ ェク ト形成が推進 され ている。他

方、それぞれのプ ロジェク トはパー トナー シップを

通 じて競争的な資金を獲得す ることを求め られ る。

こうした制度の下でコ ミュニ ティのヴ ォランテ ィア

組 織の担う役割は大き いが、コミュニティの立場か

ら現行 制度 を見た とき、幾 つかの問題が指摘 されて

いる.主 なもの として以下の3点 が挙 げられる。

第1に 、現労働党政権 のレ トリックにおいては、

都市貧 困の根源的な原因であるマ クロの経済構造が

看過 され、コ ミュニテ ィが問題そ のものであると同

時 にその解決の主体 としての役割 も与え られて いる、

という批判がある4)11)。 即ち、本来犠牲者 であるは

ずのコミュニティに対 して責任 を押 し付ける論理で

あるという議論である。

第2に 、コミュニティ ・イ ンボルブメン トの原則

が 「お題 目」 に過 ぎず、現実は中央政府の設定 した

政策課 題に沿 った形で公共部門 による トップダウ ン

での意 思決定が為 されて いるという批判があ る。例

えばMcWilliams12)は 、あるSIPの 意思決定プロセス

を分析 し、コミュニティの代表者の参与 のあ り方は

「良 く言えば形式主義的で、悪 く言えば地域住民が

政策過程 の正統化 のために搾取 されて いる」(p.274)

と主張 している。

第3に 、競争的資金配分 に関連 して、プロジェク

トの成立 と継続が予算 申請 の成否 に依存 して いる問

題が挙げ られ る。KeamsとTurok13)は 、資金配分がプ

ロジェク トの実効性よ りも申請書 の政策 との整合性

によって左右 され る可能性を指摘 している。競争に

晒 された個々のプロジェク トの立場か らす る と、政

策 的に決め られた評価基準に如何 にマ ッチ した申請

書 を作成するかが 関心事 となる。 即ち、必 ず しも斬

新 で優れたアイデ ィアを提示 したプロジェク トに予

算がつくとは限 らない というリスクがある。

本稿は、 これ らの諸問題 について、 コミュニテ ィ

主体 で形成 されたプロジェク トの運営過程の分析 を

通 じて検討する ことを意図 している。都市再生政策

の 目的がローカルのニーズ に即応 した社会的包摂 プ

ログ ラムを育成す る ことにある とするな らば、そ の

成否をパー トナーシ ップ ・レベルでの制度運用や政

策 的 レ トリックの分析 では浮かび上が らせ ることは

難 しい。以下では、継続的かつ発展的な プロジェク

ト運営 に成功 した社 会的包摂 プログラムの発展過程

を詳細 に検討する ことで、そ の成功要因を抽 出する

ことを試みる。

3.調 査 の概要

調査は、2004年1月 か ら2005年1月 の間 に英国グ

ラス ゴーのイース トエ ン ド地 区にお いて、若者の社
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会 的包摂 を目的 とした複数のスポーツ関連 プロジェ

ク トを対象 に、質 的研究 の一手法であるグラウンデ

イ ッ ド ・セオ リー14)の手順 に従 って行 った。調査は

著者が単独で行い、次の3種 類のデータを収集 した。

(1)ヴ ォランティア ・ワーカーと して2つ のプロジ

ェク トに参加 しなが ら行った100時 間超 の参与

観察の記録であるブイール ドノーツ

(2)5つ のプロジェク トに関わる主要なスタッフ15

名への半構造化イ ンタ ビュー(1人60～90分)

(3)1つ のプロジェク トに参加 して いた若者30名 に

対する計6回 のフォーカス ・グループ ・インタ

ビュー(1回 の参加者は3～8名)

質的研 究の強み のひ とつは社 会的プロセスの詳細

な分析が可能な ことであるが、他 方で研究者 自身 と

調査対象 とを切 り離 し難 く、解釈 の主観性 を排除で

きない。 しか し上記のように異なる視 点か らのデー

タを異な る手法によって収集 し多面的な解釈 を得る

や り方 は トライア ンギュ レー シ ョンと呼ばれ、研 究

の信頼性 を高める有効な戦略のひとつとされる15)。

また、 中で もグ ラウ ンデ イッ ド ・セオ リー は、対

象 となる事項 を観察す る際、様々な軸に基づ いた比

較 を行 い、一定の範囲で一般化可能な理論 の構築 を

目指す ことを特徴 としている14)。 本研 究で は、次節

以降で詳説す るUrban Fox Programme(UFP)を 中心 に、

異なる軸につ いて他の複数のプロジェク トと比 較す

る ことで、同プロジェク トの相対 的な成功要因を抽

出することが可能 とな った。

次節 にお いてまずUFPの 活動の前提となる文脈 と

して当該地域 にお ける若者を取 り巻 く問題 について

述べ、その後 の2つ の節でUFPの 形成発展過程とそ

の成功要因について論ずる。

4若 者の社会的排除と縄 張り主義

調査対象地域 の若者 の問題 を一言 で言 うな らば、

大人への移行期におけ る潜在能 力16)の 剥奪の悪循環

として定式化できる。一般 に、現代のイギ リスの若

者は、表面的 には 旧来の階級構造が崩れよ り自由な

職業選択 が可能 になったよ うに見 えるが、実 際には

将来の不透明な 。リスク社会」17)の中にあって、社

会階級 に起 因す る不平等が厳然 として あ り、 しかも

それ を自分 自身の責任で乗 り越 える ことを求め られ

るという、よ り厳 しい環境 に置かれて いると考 え ら

れている18)。 こうした状況では、教育、職業訓練、

家族のサポー トな どの 「リソース ・ベース」 をどれ

だけ持 って いるかが、大人への移行期 の帰結 を左右

する19)。 しかし、低 い教育 レベル、高い失業率、家

族 の崩壊な ど多元的な 剥奪 に苦 しむ都市貧困地域 の

若者は、 この点で大きな不利を蒙っている20)。 それ

に加 え、 これ らの地域 では、 若者 の反社会 的行 為

(公共空間での飲酒、 ドラッグ、暴力、窃盗、公共

物破損な ど)が コミュニティの治安 を乱 して いる と

考えられている21)。

調査対象 としたグラスゴーのイース トエン ド地区

は、そのような多元的剥奪のた めに1970年 代か ら

様々な都市再生プ ログ ラムの対象地域 とな ってきた

が、依然 として国内での相対的な貧 しさか ら抜け出

していない22)。 調査 によって明 らか にな ったのは、

多元的な剥奪が若者の大人への移 行 にとって悪循環

に陥って行 くプロセスである。当該地域 で最 も大き

な 問 題 と して捉 え られ て いた のが 、 縄 張 り主 義

(territoriality)と呼 ばれる問題であった。 これは、端的

には居住地 区 ごとの少年ギャング同士 の抗争(ギ ャ

ング ・ファイティング)の ことを指す。「ギャング」

といって も組織的な犯罪を行 うわ けではな く、主な

活動は ライバル 同士の抗争でメンバー も必ず しも固

定的ではな い23)。 よ り重要なことは、メ ンバーであ

る無 いに関わ らず、若者がギャングによる襲撃 を恐

れて 自分の居住地 区以外の地区を出歩 くことが出来

な いということである。 このため、余暇、教 育、就

職な どにお いて彼 らの機会が著 しく制限 され て しま

っていた。 これは学校 を出て高等教育や就職 をす る

際に大 きな不利 とな り得、従って この問題が解 決さ

れない限 り、彼 らが大 人になった時、地域が貧困を

抜け出 して いることは考 えにくい。 こうした問題意

識が、対象事例 としたスポーツ を用いた社会的包摂

プ ロジェク トの背景にあった。以下で詳述す るUFP

は、そのうち最 もうまくいっている事例であった。

5.Urban Foxの 形成発展過程

(1)プ ロジェクトの概要

Urban Fox Programme(UFP)は 、調査対象 としたEast

End地 域 で若者 をターゲ ッ トとした ものとしては最

一大 で 最 も息 の長 い プ ロジ ェ ク トで あ る。 「Urban

Fox」 という名称 は、縄張 りを持ちなが らもそ の境界
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を越 えて街 に出没する狐 の習性を、プロジェク トの

最 大の 目的である縄張 り主義 の解 消になぞ らえた も

のである。

2004年 時点で、イース トエン ド内の10地 区におい

て、5-17歳 の若者を毎週500-600人 引き受けている

と言われて いた。基本的に参加者か ら参加費が取 ら

れ ることはな く、East End Social Inclusion Partnership

(EESIP)を は じめ、民間の寄付団体や警察署な どから

の助成によって運営されて いた。EESIPがCPPに 移

行 した2005年 以後 もGlasgow CPPの 助成 を受 けて存

続 して いる。調査時点での運営スタッフは3人 の正

規職員 と約20名 のパー トタイム職員、およびヴォラ

ンティアであった。

活 動内容 は、月曜 日か ら土曜 日に各地区を持 ち回

りで行われ るサ ッカー教室や 、金曜 日の夜にコミュ

ニ テ ィ ・セ ンター を若者 に開放 す るいわゆ るユー

ス ・ク ラブ的サー ビス をは じめ、学校休暇期 間中の

キ ャンプや スキー教室な ど、幅広 いサー ビスを提供

して いる。 これ らの活動の 目的は、単 にポジティブ

な余暇活動を提供す る ということに止 ま らず、若者

とのコミュニケーシ ョン機会 を創 出 し、彼 らが経験

している様々な困難 を乗 り越えるために必要なサポ

ー トやア ドバイス を提供す ることにある。2007年 現

在 では、ス トリー ト ・ユース ・ワーカー を配置す る

等 、スポーツ ・プ ロジェク トという側面 を残 しなが

らも、ユース ・ワーク として の色彩 を濃 くす るよ う

になっている。

尤 も、 このよ うな包括 的なサー ビスは、一朝一夕

に達成されたのではない。2000年 に4地 区でのサ ッ

図-1Urban Fox Programmeの 発展過 程

カー教室 として始 まったプロジェク トは、図-1に 示

すよ うな過程で、毎年少 しずつサー ビス内容 とサー

ビス提供地域 を拡大 してきた。

(2)プ ロジエクトの形成と発展

a)黎 明期

プ ロジェク ト発足 に先立っ1999年 、プロジェク

ト・コーデ ィネーター(A氏)は 、グラスゴーの北

地区と東地区の2地 域で16-18歳 の若者 に対 してスポ

ー ツ活動 とコミュニティ ・セ ーフテ ィに関す る座学

を組み合わせたプログラムを1週 間実施す る経験 を

した。 この経験か ら、彼は同様 のプログ ラムをよ り

若 い世代 に対 して恒常的に提供する ことを思 いつ く。

翌2000年 、A氏 はス コットラン ド政府のミレニア

ム ・ファン ドか ら助成 を受け、 「イース トエ ン ド・

フ ッ トボール ・プログラム」 という名称で、イース

トエ ン ド内の4つ の地区にお いて平 日の夕方 にコミ

ュニテ ィ ・セ ンターの施設を利用 したサ ッカー教室

を1年 間実施 した。また、4地 区の若者を1箇 所 に集

めた フェスティバル を年4回 開催 した、当初、各セ

ッションの参加人数は10人 程度で、最初のフェステ

ィバルの参加者が85名 であったのが、4度 目にはお

よそ350名 の参加者を集めた。初めのフェスティバ

ルではサ ッカー しか行わなかったが、徐 々に色々な

スポーツや遊びを付 け加えていった。

同時 に、A氏 は、グ ラス ゴー 市の文化 ・レジ ャ

ー ・サービス部門の地域担当職員であるB氏 らと、

プロジェク トをよ り魅 力的にす るためのツールの開

発に着手した。結果として、Urban Foxと いう象徴的

な プロジェク ト名や狐 のキャラクターのロゴマーク、

「ギ ャングた ちにレッ ドカー ドを 用 というスロー

ガンを発案 している。

b)EESIPと の連携 と地理的拡大

2001年 、彼 らの 「成功」 を見たEESIPか ら、予算

申請 を しないか という打診があった。打診 したのは

当時EESH)の 職員で、後 にプロジェク トにディベロ

ップメン ト ・オ フィサー として加わる ことになるC

女史で あった。A氏 は この提案 がプロジェク トを拡

大する機会 と考え、コ ミュニテ ィでのサ ッカー教室

を継続 しつつ、新たなサー ビス としてスクールズ ・

プログラムを開始す る、これ は9つ の小学校に8週
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間コーチを派遣 し、6コ マのサッカー教室 と2コ マの

コ ミュニテ ィ ・セー フティ等 に関する座学 を行 うと

いうものであった。当初の4地 区以外の小学校 でも

サ ー ビス を行 った波及効果 として、 コミュニテ ィで

のサ ッカー教室のサー ビス提供地域 も9地 区 に拡大

す る ことにな った。また、同年 に開催 された フェス

ティバルで は、新たなプ ロモー シ ョン ・ツール とし

て、シ ンボル ・キ ャラクター のマス コッ トが導入 さ

れた。A氏 は、 これが地域 の人々の問でのプロジェ

ク トの認知度 を上 げるの に絶大な効果を発揮 した と

胸を張る。

c)「 壊さないで!」 キャンペー ン

同2001年 の終わ り頃 には、こうしたプロモーショ

ン戦略が、更な るサー ビス拡大の契機 をもた らした。

例年のよ うにフェステ ィバルを開催 したある週末、

地 区担当の警察官が ヴォランティアと して警備 を担

当 して いた。終 了後、彼は フェスティバルに合わせ

て作成 した ロゴマーク入 りのTシ ャツを着た まま警

察署 に戻 り、コミュニテ ィ ・セーフティ ・フォーラ

ムに参加 した。そ こでそのTシ ャツが上司の目に止

まった。彼がプ ロジェク トについて説明する と上司

はそのキ ャラクターをコミュニティ ・セー フティの

た めのキャ ンペー ンに利用す る ことを提案す る。A

氏 との交渉の結果、 「壊 さな いで 用 キャンペー ン

にUFPの ロゴマークが起用され、その見返 りにコミ

ュニティ ・セーフティ部門の予算か ら4,000ポ ン ドが

プ ロジェク トに対 して支 払われる ことな った。同キ

ャ ンペー ンは、当時、何者か に窓ガ ラスを割 られる

ヴ ァンダ リズム に悩 まされて いたバス会社や公衆電

話会社 と警察 とが協 力 して行 った もので、UFPの ロ

ゴマー クがバスや 公衆電話 のバナー広告やチ ラシと

して地域の人の目に触れ ることになった。

d)サ ー ビスの多角化

こうして絶大な広告効果 とともに4,000ポ ン ドの報

酬を手にしたA氏 は、翌2002年 、この収入を新たな

サー ビスの展 開に投資する。 コミュニティ ・セ ンタ

ーを金曜 日の夜に12-15歳 の若者に開放 してTVゲ ー

ム、ダ ンス、 ビ リヤー ド等 の活動 を提供す るフライ

デー ・ナイ ト ・ドロップイ ン ・ク ラブを1地 区でパ

イ ロッ トとして実施 したので ある。 このサー ビスは、

反社会的行為(公 共空間での集団飲酒、 ドラッグ、

ギ ャング ・フ ァイティ ングな ど)が 最 も起 き易 い時

間帯 に、それ らに最 も巻き込 まれ易 い年代 を狙って

サー ビスを提供す ることで、彼 らがそれ らの行為に

関与す るリス クを未然 に防 ぐとともに、彼 らとコミ

ュニ ケーシ ョンを取る機会 を確保する ことを目的 と

していた。年間を通 して13、4名 の若者がこのサー

ビスに参加 した という。

パイロッ トが一定の成果 を得た ことで、2003年 に

は、同様のサー ビス を8つ の地区へ と拡大する提案

に対 してEESIPか ら予算が与え られ、それぞれのク

ラブは15-40名 の参加者を集めた。 これ に付随して、

2つ の方向にサー ビスが発展す る。ひ とつは、夏休み

期間中に各クラブから5名 を選抜 してキャンプに連

れて行 くことである。参加者 は、カヌーやカヤ ック、

マウンテ ンバイ ク等のアウ トドア ・レジャー を行 う。

更 にキャンプの成功を受けて、10月 と3月 の休暇中

に、少人数に対 して 日帰 りで同様 の活動 を提供す る

プ ログラム も開始 した。 これ らは、別々の地 区の若

者 を一堂 に集 めて行 うという意味で、 フェスティバ

ル のアイディアを発展 させた ものでもあった。 もう

ひ とつ は、サ イバ ー ・フォツクス というプログラム

で、土曜 日の昼間にコミュニティ ・セ ンターでPCゲ

ームやITス キルの トレーニングを提供するもので、

フ ライデー ・ナイ ト ・ドロップイ ン ・クラブ同様、

まずは1つ の地区でパイ ロットとして開始された。

他方、同 じく2002年 の終わ りか ら2003年 にかけ

てスクールズ ・プ ログラムか ら派生 した のが、ヤ ン

グ ・ヘルシー ・フォックス ・カブス というプログラ

ムである。肥満な ど子 どもの健康問題の深刻化に対

応 して、5-12歳 の低年齢の世代 に基礎 的な身体運動

を通 じて健康増進の教 育を行 うものである。 まず4

つの小学校 を通 じてパイ ロッ トが行われ 、その後2

つのコ ミュニテ ィ ・セ ンターへ と移 されたが、調査

の行われた2004年 時点では人的資源の不足によ り滞

っていた。

2004年 には、新たなサー ビス として、DJや 音楽編

集のプ ログラムが試行 され、 また 日曜 日のクラブ対

抗サ ッカー ・リー グの発足を視野 に金曜 日の夜 に他

の団体 が主催す る大会 に各クラブか らチームを参加

させていた。また、EESIPの カバーする地域の外 で

も、サ ッカー教室の提供を始 めて いた。 これ はある
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小学校 が土曜 日に施設 を開放 してサ ッカー教室 を開

くために、UFPの サー ビスを購入す る形式を取って

いた。

調査終 了後の2005年 以降も、プロジェク トは拡大

を続 けてお り、スポー ツや レジャー活動 を提供する

だけでな く、様々な教 育活動やス トリー ト・ワーク

な ど、総合的なユース ・ワー クを行 うプロジェク ト

としての性格 を強めている。

6.Urban Foxの 成功要 因分析

このように、UFPは2000年 か ら現在 まで8年 に渡

って持続的かつ発展的なプ ロジェク ト運営に成功 し

てお り、また、単な るスポーツ ・サー ビスではな く、

若者の社会的包摂 という目的のた めの機能を多 く備

えるよ うになって来て いる。 これ は、同種のプ ロジ

ェク トと しては異例 である。本節 では、その成功要

因と考 えられる4つ の側面について論ず る。

(1)可 視的要因

第1に 、一見 して明 らかな 「成功」要因として、

プ ロジェク トの規模 ・多様性 ・継続性が あげられ る。

規模 につ いて は、他のSIPに 助 成 を受 けた スポー

ツ ・プロジェク トの中では、大きいもので も短期 開

催のイベ ン トベースで120名 程度であるのに対 し、

週ベースで500-600人 の参加者 というのは、明 らかに

多 い。 これは、通常 のプロジェク トが一地区でサー

ビス を提供す ることが多いの に対 して、UFPは 、広

いイース トエ ン ド地域 内の全ての地 区でサー ビスを

展 開している ことにもよる。各地区でそれぞれ50人

か ら70人 程度の若者がプロジェク トに参加 している

計算 にな る。 この中には、ギ ャング ・フ ァイテ ィン

グな どの反社会的行為に関わ る傾向のある若者 も含

まれる。 こう した若者の継続 的な参加 を維持できれ

ばできるほど、 プロジェク トが意図す るサポー ト効

果 も高まると考え られる。

多 くの若者 を引きつける大きな要因は、サー ビス

の多様 性である。様々なサー ビスがある ことで、関

心の異なる若者 を集め ることに成功 して いる。ある

活動 に飽きて しまって も、プ ロジェク ト内で別 の楽

しみ を見つける ことが可能になって いる。特筆すべ

きは、 これ らのサ ービス を相互に連携 して駆使す る

ことで、参加者 を誘導 している ことである。例えば、

スクールズ ・プログラムでUFPの 存在 を知 った子 ど

もがコミュニティでのサ ッカー教室 にも来るように

な り、そ こで フライデー ・ドロップイ ンの ことを知

ってそれ にも参加するようにな り、更 に ドロップイ

ン ・ク ラブを通 じて、夏のキ ャンプな どのイベ ン ト

にもアクセスが可能 となる、という具合である。UFP

に参加することで、家庭 の経済状況か ら考え ると普

通な らできな いはずの余暇活動ヘアクセ スが可能 と

なるので、若者にとってのメ リッ トは大きい。

前項で明 らかなよ うに、 このよ うな規模 と多様性

は、 プロジェク トの継続性によって初めて可能 にな

った ことである。2000年 以来ほぼ1年 に1サ ー ビス

のペー スでサービス内容 を拡 大す る一方、そ の際必

ず小数 の地区でパ イロッ トを行 い、徐々 に地理 的な

範囲を拡張する、 というアプ ローチ を取ってきて い

る。足元 を固めなが ら着実に発展 してきた と言える。

(2)財 政的要因

第2の 側面 として、プロジェク トの継続的発展を

支えた財源確保の戦略が上げ られる。多 くのスポー

ツ ・プ ロジェク トが短命 に終わ って しまうのは、年

度 を跨 いだ予算の確保が困難だか らである24)。 その

点UFPは 、単に予算を確保 し続けるだけでなく、サ

ー ビスの拡大に合わせて予算 を増加 させ る ことにも

成功 してきた。 これを可能 にした要因として以下の3

つ が挙 げられ る。 ひとつは、 ロゴマークや ス ロー ガ

ン、マス コッ ト等 を用 いたプ ロモー ション活 動で あ

る。 これ らは、プ ロジェク トの理念 を象徴 している

だけでなく、人々の 目を引くデザ インが採用 されて

お り、 「壊さな いで1」 キャンペーンのように潜在 的

なパ トロンに働 きかける効果がある。 もうひ とつは、

プ ロジェク ト規模その もので ある。地域 の中での高

いプレゼ ンスを保つことで、SIP他 の助成団体に対 し

て 「うまく行 って いる」 という印象を与えて いるよ

うに思われた。最後 に、サー ビス拡充に際 しては、

正式 に予算を申請す る前 にパイ ロッ トを行 い、 うま

くい くことを示す、 という戦略が挙げられ る。

(3)組 織形態

第3の 側面は、組織形態である.上 記の財政戦略

を可能 にして いるのは、UFPが 自発的なヴォランテ

ィア組織 によって運営 されて いる ことによる。同種
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のプロジェク トには、 自治体 や警察な ど公的機 関が

主導す るもの も多 いが、 ヴォランティア組織は こう

したプロジェク トに対 して4つ の意味で優位性 を保

持 して いる。まず、資金の調達先や使途 に制限が無

い25)。 受けている助成のうち大部分がEESIPで ある

に して も、民間の寄付団体、警察な どに対 して も時

に応 じて助成 を申請す ることができる。次 に、予算

申請前 にパ イ ロッ トを行 うことがで きるのは、無償

労働 を厭わないことによる。C女 史が言 う。 「お金 は

後か らついて くるわ、成功 しているのは見れ ば分 か

るか ら。」第3に 、プロモー ションやマーケティング

活動についても、制限がない。SIPやCPか らの助成

金 の使途はそ のエ リア内 に限 られ るが、エ リア外 に

対 して もサー ビス を販売す る ことは可能 である。A

氏の ビジ ョンは、 この方向に発展す ることで、いず

れは助成金 に依存せず に自立す る ことであった。最

後 に、スタ ッフのプロジェク トに対す るコミッ トメ

ン ト・レベルが高く、オーナーシップの意識が強い24)。

特 に、A氏 の強 い信念 と リーダー シップが、求心 力

を高めて いるよ うに思われた。対照 的に、同エ リア

の他 の事例で、バス ケッ トボール ・クラブ と警察署

とが組 んで提 供 して いた プロジェク トでは、両者 の

間でモチベー ションのギ ャップが観察 された。前者

がバス ケッ トボール の普及 を主眼 として いたのに対

し、後者 にとっては若者 の犯罪防止 が主 目的であっ

た。 こう したギャ ップは、スポーツによる社会的包

摂プログラムで起 こりがちであると言われる26)。

(4)人 的資源の拡大

第4の 要因は、人的資源の拡大による組織基盤の

強化 である。 プロジェク トの継続的な拡大 を最終的

に下支えす るのは、組織 の人的基盤であると言 って

よ い。新たなサー ビスの導入 には、無償労働 を厭わ

な いコ ミッ トメン トの高いスタッフや、専門的なサ

ー ビスを提供 して くれ る協力団体な どの人的資源 を

動員する ことが不可欠である。即 ち、 プロジェク ト

を中心 としたソー シャル ・キャピタル(人 の繋が り

とそ こか ら動員可能な資源)に 依存 して いる と言 っ

て もよい27)。 この意味で、A氏 は自身のネ ッ トワー

クを駆使 して多 くの人材や団体 を動員す る能力に長

けて いた。それだけでな く、UFPで は、元プロジェ

ク ト参加者で対象年齢 を超えた若者をス タッフとし

て雇用 して いた。 こうした若者は必然的 にプ ロジェ

ク トへ のコミッ トメ ン トが高 くなる。 プロジェク ト

が継続 して いくことで、 「卒業」 して いった若者が潜

在 的な 人的資源 として地域の コミュニテ ィにプール

され ソーシャル ・キャ ピタルの強化 に結びつ いてい

ると考 えられる。`

7結 論

本論文が対象 とす るプロジェク トのよ うに小さな

スポー ツ ・プ ロジェク トが多面的なサー ビスを提供

す るプログラムへ と歳 月を経て変貌 を遂げてきた過

程 には、都市再生プログラムのマネジメン トに とっ

て有意義な教訓が含 まれて いるといえる。そ こで最

後 に本稿の結論 として、2節3項 で提示 した都市再生

パ ー トナー シップにお けるコミュニテ ィ ・イ ンボル

ブメン トをめぐる諸問題に絡めなが ら、UFPの 事例

か ら得 られた知見をもとに考察する。

第1に 、 コミュニティ ・イ ンボルブメン トの政策

的 レ トリックが弱者た るコミュニティへの責任転嫁

であるという議論につ いては、UFPの スタッフの態

度 をみ るかぎ り、責任 を転嫁 され ているという側面

は薄 いと思われた。スタッフが見せ る高 いコミッ ト

メ ン ト ・レベルか らは、縄張 り主義 に象徴 される地

域 の若者 の社会的排 除の問題 を、 自らの問題 と捉 え

コ ミュニテ ィの 自助によって解決 しよう とす る強い

意欲がみて取れた。第2に 、コミュニティ ・インボ

ルブメン トの形式主義化 について、UFPへ の助成を

持ちかけたのがEESIP側 であった ことか ら分かるよ

うに、お互いの立場は対等であ り、EESIPに 完全 に

依存 しない戦略が看取 された。む しろUFPは 自らの

目的のためにEESH⊃ というシステムを力強く利用 し

て いるように思われた。第3に 、競争的資金配分の

決定過程 について、UFPの 場合、実効力のあるプロ

ジェク ト運営 を行 って、それ を外 に向かってアピー

ルす ることを、申請書 の作成以上 に重要な資金源確

保の戦略 として いた。 この戦略は、EESIPに 対 して

一定の独立性 を保 つことを可能にす ると共に、他 の

財源や無償 によるパイ ロッ ト ・プ ロジェク トの結果

としてEESPか らの助成を確保するというパ ター ン

が観察 された。

本稿は、イ ングラン ドに比べて統一的かつ継続 的

だ と言われるスコ ッ トラン ドの都市再生パー トナー
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シップ制度 の下、 コミュニティに根 ざした社会 的包

摂 プロジェク トが醸成 され るプロセスを例示 した も

のである。勿論 この1事 例 をもって、一般 に懸念さ

れて いる競争的資金配分やコ ミュニテ ィ ・イ ンボル

ブメン トにまつわ る否定的な側面 を反証する もので

はな い。 また、スコッ トラン ドの制度のイ ングラ ン

ドに対する優位性 を証明 した ものでもな い。事 実、

同地域 の他 のプ ロジェク トの中には、継続的な財源

確保 に苦 しみ、存続が危ぶ まれる ものもあった。 と

はいえ、本事例 によって、適 切な マネ ジメン ト戦略

を行 う ことで コミュニテ ィに根ざ した持続可能な組

織 を形成する ことが可能 とな ることが示 された こと

も確かである。

本研 究か ら得た教訓は、Crabbeら がイ ングラン ド

で行 ったスポーツ を用 いた社会的包摂 プログラムの

大規模な評価研 究と多 くを共有 している25)28)。 これ

らのプロジェク トはSIPの ように包括的なパー トナ

ー シップではな く、貧 困地域 における若者の犯罪 と

ドラッグ使用 防止 を主たる 目的としたスキーム によ

って助成 されて いた。Crabbeは 、調査対象 とした プ

ロジェク トの中で継続 的な発展傾向をみせた ものは、

協 力団体 との連携 にうまく組み込 まれる ことで財政

的支援 を得やす い循環 を生み 出して いる と述べて い

る28)。 また、ヴォランテ ィア組織の一般的な脆弱性

を認めなが らも、 同種のプ ロジェク トで公共セ クタ

ーが主導す る もの と比較する と
、よ り創造的で発展

的な運営が可能 となると主張す る25)。

このように、UFPか ら得 られた知見は制度的な構

造が多少異なるイ ングラン ドの文脈 にもある程度 ま

で適用可能なモデル である と考え られ る。今後 の課

題 は、同モデ ルが将来的な制度変更や異なる文脈 に

お かれた とき にどの程度 まで適用可能か に対応 可能

か を探 ることである。
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A Study of a Social Inclusion Programme in a Deprived Urban Neighbourhood in

Glasgow, UK

By Naofumi SUZUKI

This paper discusses the factors that could help a community-based neighbourhood

regeneration project to achieve sustainable organizational structure, which is deemed to be the

prerequisite to bring about the intended project outcomes. Through a case study of a sport-based
social inclusion programme targeted at young people living in a deprived neighbourhood in

Glasgow, it illustrates the process of a football coaching project going through sustainable and

progressive project development to become a multi-dimensional holistic programme to support
the young people who were disadvantaged in their transition into adulthood. In so doing, the

focus is placed upon the interaction between the urban regeneration partnership scheme, namely

Social Inclusion Partnership, and the local project run by a voluntary organization.
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